
 

 

 

大阪市青少年指導員活動交付金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大阪市青少年指導員制度実施要綱（以下「実施要綱」という。）第８条第２項に

基づき大阪市青少年指導員活動交付金（以下「交付金」という。）の交付について必要な事項を定め

ることを目的とする。 

 

（交付の目的） 

第２条 青少年指導員が委嘱業務を行うにあたり組織した実施要綱第７条第１項に規定する青少年指

導員協議会（以下｢地域協議会｣という。) 及び同条第３項に規定する区青少年指導員協議会（以下「区

協議会」という。）の活動に対し、交付金を交付することにより、地域における青少年の健全育成を

図ることを目的とする。 

 

（交付対象活動） 

第３条 交付金は、各地域協議会及び区協議会が１の年度で行う当該区の区青少年指導員要綱に定める

委嘱業務に係る活動を対象とする。 

 

（交付額） 

第４条 交付金の額は毎年度予算の範囲内で区長がその額を定めるものとする。 

２ 交付金の算定基準額は区長が別に定めるものとする。 

  

（交付対象経費） 

第５条 交付対象となる経費は委嘱業務に係る活動に必要となる経費とする。ただし、個人給付とみな

される経費及び分担金は交付対象としない。また、委嘱業務に係る事務費は交付対象経費とするが、

交付対象経費の総額の 10％までとする。 

 

（交付の申請） 

第６条 交付金の交付を受けようとする地域協議会及び区協議会の代表者は、交付対象活動実施前まで

に大阪市青少年指導員活動交付金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定に関わらず、任期開始年度にかかる交付申請については前年度の当該地域協議会及び区

協議会の代表者により申請することができる。 

 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査により、交付金を交付すべき

ものと認めたときは、大阪市青少年指導員活動交付金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に

通知するものとする。      

２ 市長は前項の審査の結果、交付金を交付することが不適当であると認めたときは、理由を付して大

阪市青少年指導員活動交付金不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、交付金の交付の申請があった日から、30 日以内に当該申請に係る交付金の交付の決定、又



 

 

は交付金を交付しない旨の決定を行うものとする。 

 

（交付の条件） 

第８条 市長は、交付金の交付の決定をするときは、次に掲げる条件を付するものとする。 

（１）交付対象活動に係る計画の変更（区長が定める軽微な変更を除く。）をする場合には、市長の承

認を受けること 

（２）交付対象活動を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けること 

（３）交付対象活動が予定の期間内に完了しない場合又は交付対象活動の実施が困難となった場合には、

速やかに市長に報告してその指示を受けること 

（４）市長が、交付金に係る予算の執行の適正を期するため、当該交付金の交付の決定を受けた団体（以

下「交付対象団体」という。）に対して報告を求め、又は当該区職員に当該交付対象団体の事務所、

事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、もしくは関係者に質問させる必要がある

と認めたときは、これに協力すること 

（５）市長は、交付金の交付の目的を達成するため必要があるときは、前項に定めるもののほか、必要

な条件を付することができる 

 

（変更申請） 

第９条 交付金の交付を受けた地域協議会及び区協議会の代表者が、前条第１号に定めのある交付対象

活動に係る計画の変更を行うときは、大阪市青少年指導員活動交付金変更交付申請書（様式第４号）

の提出により申請すること。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査により、交付金の変更を承認すべ

きものと認めたときは、大阪市青少年指導員活動交付金変更決定通知書（様式第５号）により申請者

に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第 10 条 交付対象団体の代表者は、申請を取り下げようとするときは、大阪市青少年指導員活動交付 

金交付申請取下書（様式第６号）により申請の取下げを行うことができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る交付金の交付の決定はなかったも

のとみなす。 

 

（交付金の請求） 

第 11 条 市長は、交付対象活動の完了後、第 13 条の規定による交付金の額の確定を経た後に、交付対

象団体の代表者から請求を受けた日から 30 日以内に当該請求に係る交付金を交付するものとする。

ただし、必要があると認めるときは、交付対象活動の完了前に、その全部または一部を概算払により

交付することができる。 

２ 交付対象団体の代表者は、前項ただし書きの規定により交付金の支払いを受けようとするときは、

第７条第１項に基づき決定された交付金の額の範囲内で市長に請求するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、概算払の必要性を精査し、必要と認めたときは、

当該請求を受けた日から 30 日以内に当該請求に係る交付金を交付するものとする。 

 



 

 

（実績報告） 

第 12条 交付対象団体の代表者は、交付対象活動が完了したとき又は交付対象活動の中止又は廃止の 

承認を受けたときは、速やかに大阪市青少年指導員活動交付金実績報告書（様式第７号）を市長に  

提出しなければならない。  

 

（交付金の額の確定等） 

第 13条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、報告書等の書類の審査により、 

当該報告に係る交付対象活動の成果が交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであ

るかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき交付金の額を確定し、大阪市青少年指導

員活動交付金額確定通知書（様式第８号）により交付対象団体の代表者に通知するものとする。 

               

（交付金の精算） 

第 14条 交付対象団体の代表者は、前条の規定による交付金の額の確定に係る通知を受けたときは、 

速やかに大阪市青少年指導員活動交付金精算書（様式第９号）（以下「精算書」という。）を作成し 

なければならない。ただし、年度の末日まで交付対象活動が行われている場合にあっては、概算払に

よる交付を受けた日の属する年度の末日に作成するものとする。 

２ 交付対象団体は、精算書を当該交付対象活動の完了後20日以内に市長に提出しなければならない。 

３ 前２項の規定に関わらず、あらかじめ提出した収支決算書に概算払に係る精算内容を表記し、かつ、 

収支決算書により表記された精算金額と前条により通知された金額に相違がないときは、収支決算書

を提出したことをもって精算書を提出したものとみなす。 

４ 市長は、第１項の規定による精算書又は前項の収支決算書の内容を精査し、精算により剰余が生じ

ていると認める場合には、交付対象団体の代表者あて通知しなければならない。 

５ 交付対象団体の代表者は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から 20 日以内

に、剰余金を市長が交付する納付書により戻入しなければならない。 

 

（決定の取り消し） 

第 15 条 市長は、交付対象団体が次のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は一部を取り消 

すことができる。 

（１） 交付金を交付対象活動以外に使用したとき 

（２） 交付金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき 

（３） 法令又は公序良俗に反する活動を行ったとき 

２ 前項の規定は、交付金の額の確定があった後についても適用するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により取り消しを行った場合は、速やかにその旨を理由を付して大阪市青少

年指導員活動交付金取消決定通知書（様式第１０号）により交付対象団体の代表者に通知するものと 

する。 

 

（交付金の返還） 

第 16 条 市長は、交付金の交付の決定を取り消しした場合において、すでに交付金が交付されている 

ときは、期限を決めてその返還を求めるものとする。 

 



 

 

（加算金及び延滞金） 

第 17条 交付対象団体の代表者は、前条の規定により交付金の返還を求められたときは、その請求に 

係る交付金の受領の日から納付の日までの日数に応じて、当該交付金の額（その一部を納付した場

合におけるその後の期間については、既納額を控除した額とし、100 円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てる。）につき年 10.95 パーセントの割合で計算した加算金を本市に納付しなければなら

ない。 

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、交付対象団体の代表者の納付し

た金額が返還を求められた交付金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を求められた

交付金の額に充てられたものとする。 

３ 交付対象団体の代表者が交付金の返還を求められ、これを納期日までに納付しなかったときは、税

外歳入に係る延滞金及び過料に関する条例（昭和 39 年大阪市条例第 12 号）第２条の規定により算出

した延滞金を本市に納付しなければならない。 

４ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還を求められた交付金の未納

付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべ

き未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

５ 市長は、第１項又は第４項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、加算金又は

延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

 

（関係書類の保存） 

第 18 条 交付対象団体の代表者は、この交付金に関する書類、帳簿等を常に整備し、当該年度が属す 

る年度の次年度から起算して５年間保存しなければならない。 

 

（その他） 

第 19 条 この要綱に定めるもののほか、交付金の交付に関して必要な事項はこども青少年局長が別に 

定める。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 26年４月１日から施行する。 

 

２ 平成 26 年度の４月、５月実施事業についての委嘱業務に係る第６条第１項の規定の適用につい

ては、同項中「交付対象活動実施の 30日前までに」とあるのは「事業実施前までに」とする。 

 

 附則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は、平成 27 年４月１日より施行する。 

 

 附則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は、令和３年３月 25 日より施行する。 


